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 【今回の改正理由】 

 ・令和 7 年 9 月に、『福島県職員人材育成・確保基本方針』が策定された

ことを受け、改めて、福島県デジタル人材育成方針（以下、本方針という。）

の位置づけを整理した。 

 ・また、本県全体のＤＸ指針である『福島県ＤＸ推進戦略』が令和 8 年 3

月に策定されたことを受け、同戦略の基本理念等を反映した。 
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Ⅰ 策定の背景・目的  

デジタル技術は、少子高齢化や人口減少などの社会課題の解決やＳ

ＤＧｓ（持続可能な開発目標）の達成に向けた取組の推進、持続可能

な社会の構築の鍵であり、現在、社会のあらゆる領域でデジタル技術

の活用が進んでいます。 

 

このような中、国においては、デジタル社会形成基本法の施行や自

治体ＤＸ推進計画の改訂、ＡＩ関連施策の推進など、自治体に求めら

れるデジタル化の水準は一層高度化しています。 

 

本県においては、県庁及び市町村を対象とした「行政のＤＸ」と、

県民の暮らしや仕事など地域社会を対象とした「地域のＤＸ」を二本

柱とし、市町村の実情に応じた支援や市町村との連携・協働等に力を

入れながら、本県のＤＸを推進することとしています。 

 

ＤＸの推進に向けては、職員の意識改革を行い、ＤＸを一過性のも

のとせずに継続していくため、計画的なデジタル人材の育成・確保が

重要であり、目指すべき職員像や職員に求められる能力・役割を設定

し、デジタル人材を育成するために必要となる具体的な取組を整理す

る必要があることから、令和 5 年 6 月に、本方針を策定しました。 

 

なお、本方針は、福島県職員人材育成・確保基本方針の中の「Ⅷ デ

ジタル人材の育成」をより具体化するものであり、目指すべき職員像

や職員の能力・役割等について定めています。 

 

今後、本方針については、デジタル技術を取り巻く環境変化やＤＸ

の進捗状況等を踏まえ、必要に応じ、適宜見直しを行います。 
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Ⅱ 目指すべき職員像  

近年、震災や原発事故、地方創生への対応のみならず、頻発する自

然災害や新型感染症への対応に加え、少子高齢化や人口減少等の社会

情勢の変化など、行政需要が複雑多様化しています。 

この行政需要に対し、限られた職員で対応していくためには、これ

まで以上に、業務を効率かつ効果的に進めていく必要があります。 

 

本県では、福島県ＤＸ推進戦略の中で、ＤＸ推進の基本理念として、

「復興・再生と地方創生・人口減少対策の両輪に取り組んでいかなく

てはならない中、デジタル技術の導入とデータの利活用により、旧来

の仕組みや業務の進め方に捕らわれることなく、県民目線で業務の見

直しを行い、「誰一人取り残さない」という考えのもと、県民一人一人

が豊かさや幸福を心から実感できる、ＤＸ先進県を実現する。」を掲げ

ています。 

 

この基本理念の実現に向け、本方針では、目指すべき職員像を次の

とおり定めています。 

 

 

 ◆ デジタル技術やデータの活用により、職員一人一人の事務・事

業の見直しや新たな仕事の進め方へのチャレンジといった、意識

改革と行動変容の必要性を理解し、実践することができる自律型

職員（自ら考え行動する職員） 

 

 

    そのためには、各職層において求められる能力・役割を認識しつつ、

デジタルリテラシー（ＤＸに関する知識・能力）の向上を図りながら、 

自ら変革する意識を全体に浸透、定着させ、更なる行動変容につなげて

いきます。 
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Ⅲ 職員の能力・役割  

  １ 一般職員（階層別） 

ＤＸの推進に向け、全職員をデジタル人材として育成していく必

要があるが、その育成に当たっては、職制や職務によりそれぞれ状況

が異なることから、階層別に応じた職員に求められる能力や必要と

なる役割を定め、計画的かつ効果的に人材を育成することとします。 

《参考：職層別の能力・役割》 
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２ ＤＸ推進リーダー 

ＤＸをより一層推進するため、本庁各課（室）及び出先機関ごと

に、ＤＸ推進の中核的役割を担うＤＸ推進リーダーとして、管理職１

名を配置し、組織的にデジタル技術を活用した業務改善や働き方改

革の推進等に取り組みます。 

《参考：ＤⅩ推進リーダーの能力・役割》 
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 《参考：階層別及びＤＸ推進リーダーの能力・役割等》 
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Ⅳ 職員の人材育成  

  １ 全職員 

自律型職員（自ら考え行動する職員）の育成に向けて、所属や職

制にかかわらず全職員を対象に、「職員の行動変容」の促進につなが

るよう、ＤＸを推進する上で必要となる考え方や知識・スキルの習得

に加え、体系的な研修の充実を図り、中長期的な観点から、計画的か

つ効果的な研修を実施します。 

 

  ２ 階層別 

新規採用職員を含む各職層に対し、ＤＸの視点を踏まえた研修が

重要となることから、個別選択研修（希望者対象）に加え、各職層に

応じた行動変容を促すための研修を実施します。 

 

  ３ ＤＸ推進リーダー 

ＤＸ推進リーダーを対象に、業務や施策の様々な課題に対して、

デジタル技術を活用した課題解決を提案し、組織的に各所属のＤＸ

推進を牽引する中核的役割を担うことができるよう、デジタルリテ

ラシー（ＤＸに関する知識・能力）の向上のみならず、リーダーシッ

プやマネジメント能力の向上につながる研修を実施します。 

 

Ⅴ 研修内容等 

  １ 研修内容の充実等 

庁内におけるＤＸ研修の充実に加え、専門性の更なる向上を図る

ため、民間企業等への派遣など研修内容の充実に取り組みます。 

また、ＤＸ推進に関する業務に関心を持つ意欲のある職員の公募

人事制度や、民間企業等職務経験者の知識、ノウハウの活用など、職

務経験を通じた人材育成に取り組みます。 
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 《参考：今後の主な研修内容（例）》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※研修内容（例）には、各職層において、必要と思われる研修を記載。 
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  ２ 関係課との連携・協力 

本方針を所管する職員研修課において、本県のＤＸ推進を所管す

るデジタル変革課と、「行政のＤＸ」を所管する行政経営課及び働き

方改革を所管する人事課と連携・協力しながら、職員研修等を通し

て、県庁全体のデジタル化の底上げを図ります。 

  《参考：イメージ図》 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔ＤＸ推進に向けた取組〕

（戦略の策定等）

デジタル変革課

（専門人材）

【行政のＤＸ】 【地域のＤＸ】

（県庁内ＤＸの企画立案） （地域のＤＸの企画立案等）

行政経営課
デジタル変革課

業務担当課

職員研修課

【ＤＸの司令塔】

総合調整総合調整

連携・協力

◆ ＤＸに係る研修等を通して、職員の意識改革と行動 

 変容を促進し、自立型職員（自ら考え行動する職員） 

 を育成することにより、県庁全体のＤＸ推進を下支え 

 する。 
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  ３ 研修計画 

本方針のもと、これまで庁内のＤＸ推進の中核的役割を担うＤＸ

推進リーダーを中心に研修を実施し、ＤＸを推進するうえで必要な

知識やノウハウの習得に努めたことで、行政のＤＸ推進に係る職員

の機運（意識改革）については、一定程度、醸成されてきています。 

ただ一方で、所属や個人によっては、いまだバラつきがあり、引

き続き県庁全体の機運の底上げが課題とも言えます。また、ＤＸの必

要性は理解しつつも、何から取り組めば良いか分からないと言った

意見もあり、「意識改革」から、具体の「行動変容」への移行につい

ても、今後の課題と言えます。 

行動変容にあたっては、ＤＸ推進を後押しするための庁内のデジ

タル環境の整備も進んできており、その環境に合わせた働き方への

順応も求められています。 

令和 8 年度以降については、関係課との連携を強化しながら、職

員の「機運醸成（意識改革）」をさらに高めつつ、具体の「行動変容」、

その後の「定着」につながるような研修を実施してまいります。 
 

《参考：「職員の意識改革と行動変容」に係る取組例》 
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（参考）本方針と関連のある方針等 
 

 

◆ 福島県職員人材育成・確保基本方針（令和７年９月策定）  

【総務部職員研修課】 

  https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/01125a/ikuseihoushin.html 

 

◆ 福島県ＤＸ推進戦略（令和８年３月策定） 

                     【企画調整部デジタル変革課】 

  https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11045a/dxpromotionstrategy.html  

 

◆ 福島県行財政改革プラン（令和８年３月策定）  

                        【総務部行政経営課】 

  https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/01125b/gyousei-gyoukaku.html 

 

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/01125a/ikuseihoushin.html
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11045a/dxpromotionstrategy.html
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/01125b/gyousei-gyoukaku.html

